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様 式 第 五 十 五 の 備 考 ２ 中 「 「 【代表申出人】」
と記載する。 」 の 下 に 「また、持分が投資事業有
限責任組合契約に関する法律第３条第１項に規
定する投資事業有限責任組合契約、有限責任事
業組合契約に関する法律第３条第１項に規定す
る有限責任事業組合契約又は民法第667条第１
項に規定する組合契約に基づくものであるとき
は、「（【手数料の表示】）」の欄の次に「【その他】」
の欄を設けて、例えば、投資事業有限責任組合
契約にあつては「〇〇の持分は、〇〇投資事業
有限責任組合の投資事業有限責任組合契約に基
づく持分」、有限責任事業組合契約にあつては
「〇〇の持分は、〇〇有限責任事業組合の有限
責任事業組合契約に基づく持分」、組合契約にあ
つては「〇〇の持分は、民法第667条第１項に
規定する組合契約に基づく持分」のように記載
する。 」 を 加 え る 。

（ 実 用 新 案 法 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 実 用 新 案 法 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 五 年 通 商

産 業 省 令 第 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。
様 式 第 一 の 備 考 21 中「「【代表出願人】」と記載

する。」 の 下 に 「また、持分が投資事業有限責任
組合契約に関する法律（平成10年法律第90号）
第３条第１項に規定する投資事業有限責任組合
契約、有限責任事業組合契約に関する法律（平
成17年法律第40号）第３条第１項に規定する有
限責任事業組合契約又は民法第667条第１項に
規定する組合契約に基づくものであるときは、
「（【手数料の表示】）」の欄の次に「【その他】」の
欄を設けて、例えば、投資事業有限責任組合契
約にあつては「〇〇の持分は、〇〇投資事業有
限責任組合の投資事業有限責任組合契約に基づ
く持分」、有限責任事業組合契約にあつては「〇
〇の持分は、〇〇有限責任事業組合の有限責任
事業組合契約に基づく持分」、組合契約にあつ
ては「〇〇の持分は、民法第667条第１項に規
定する組合契約に基づく持分」のように記載す
る。」 を 加 え る 。

様 式 第 十 二 の 備 考 ３ 中「「【代表申出人】」と記
載する。」 の 下 に「また、持分が投資事業有限責
任組合契約に関する法律第３条第１項に規定す
る投資事業有限責任組合契約、有限責任事業組
合契約に関する法律第３条第１項に規定する有
限責任事業組合契約又は民法第667条第１項に

規定する組合契約に基づくものであるときは、
「（【手数料の表示】）」の欄の次に「【その他】」の
欄を設けて、例えば、投資事業有限責任組合契
約にあつては「〇〇の持分は、〇〇投資事業有
限責任組合の投資事業有限責任組合契約に基づ
く持分」、有限責任事業組合契約にあつては「〇
〇の持分は、〇〇有限責任事業組合の有限責任
事業組合契約に基づく持分」、組合契約にあつ
ては「〇〇の持分は、民法第667条第１項に規
定する組合契約に基づく持分」のように記載す
る。」 を 加 え る 。

（ 意 匠 法 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 三 条 意 匠 法 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 五 年 通 商 産 業

省 令 第 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

様 式 第 二 の 備 考 24 中 「「【代表出願人】」と記載
する。 」 の 下 に 「また、持分が投資事業有限責任
組合契約に関する法律（平成10年法律第90号）
第３条第１項に規定する投資事業有限責任組合
契約、有限責任事業組合契約に関する法律（平
成17年法律第40号）第３条第１項に規定する有
限責任事業組合契約又は民法第667条第１項に
規定する組合契約に基づくものであるときは、
「（【手数料の表示】）」の欄の次に「【その他】」の
欄を設けて、例えば、投資事業有限責任組合契
約にあつては「〇〇の持分は、〇〇投資事業有
限責任組合の投資事業有限責任組合契約に基づ
く持分」、有限責任事業組合契約にあつては「〇
〇の持分は、〇〇有限責任事業組合の有限責任
事業組合契約に基づく持分」、組合契約にあつ
ては「〇〇の持分は、民法第667条第１項に規
定する組合契約に基づく持分」のように記載す
る。 」 を 加 え る 。

（ 商 標 法 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 四 条 商 標 法 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 五 年 通 商 産 業

省 令 第 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

様 式 第 二 の 備 考 26 中 「「【代表出願人】」と記載
する。 」 の 下 に 「また、持分が投資事業有限責任
組合契約に関する法律（平成10年法律第90号）
第３条第１項に規定する投資事業有限責任組合
契約、有限責任事業組合契約に関する法律（平
成17年法律第40号）第３条第１項に規定する有
限責任事業組合契約又は民法第667条第１項に
規定する組合契約に基づくものであるときは、
「（【手数料の表示】）」の欄の次に「【その他】」の
欄を設けて、例えば、投資事業有限責任組合契

約にあつては「〇〇の持分は、〇〇投資事業有
限責任組合の投資事業有限責任組合契約に基づ
く持分」、有限責任事業組合契約にあつては「〇
〇の持分は、〇〇有限責任事業組合の有限責任
事業組合契約に基づく持分」、組合契約にあつ
ては「〇〇の持分は、民法第667条第１項に規
定する組合契約に基づく持分」のように記載す
る。 」 を 加 え る 。

様 式 第 十 一 の 備 考 10 中「分数で記載する。」 の

下 に「また、持分が投資事業有限責任組合契約
に関する法律第３条第１項に規定する投資事業
有限責任組合契約、有限責任事業組合契約に関
する法律第３条第１項に規定する有限責任事業
組合契約又は民法第667条第１項に規定する組
合契約に基づくものであるときは、「（【手数料の
表示】）」の欄の次に「【その他】」の欄を設けて、
例えば、投資事業有限責任組合契約にあつては
「〇〇の持分は、〇〇投資事業有限責任組合の
投資事業有限責任組合契約に基づく持分」、有
限責任事業組合契約にあつては「〇〇の持分は、
〇〇有限責任事業組合の有限責任事業組合契約
に基づく持分」、組合契約にあつては「〇〇の
持分は、民法第667条第１項に規定する組合契
約に基づく持分」のように記載する。」 を 加 え る 。

（ 工 業 所 有 権 に 関 す る 手 続 等 の 特 例 に 関 す る 法

律 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 五 条 工 業 所 有 権 に 関 す る 手 続 等 の 特 例 に 関 す

る 法 律 施 行 規 則 （ 平 成 二 年 通 商 産 業 省 令 第 四 十

一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

様 式 第 九 の 備 考 18 中「「【代表出願人】」と記録
する。」 の 下 に「また、持分が投資事業有限責任
組合契約に関する法律（平成10年法律第90号）
第３条第１項に規定する投資事業有限責任組合
契約、有限責任事業組合契約に関する法律（平
成17年法律第40号）第３条第１項に規定する有
限責任事業組合契約又は民法第667条第１項に
規定する組合契約に基づくものであるときは、
「（【手数料の表示】）」の欄の次に「【その他】」の
欄を設けて、例えば、投資事業有限責任組合契
約にあつては「〇〇の持分は、〇〇投資事業有
限責任組合の投資事業有限責任組合契約に基づ
く持分」、有限責任事業組合契約にあつては「〇
〇の持分は、〇〇有限責任事業組合の有限責任
事業組合契約に基づく持分」、組合契約にあつ
ては「〇〇の持分は、民法第667条第１項に規
定する組合契約に基づく持分」のように記載す
る。」 を 加 え る 。

様 式 第 十 一 の 備 考 18 中 「 「 【代表出願人】」と記
録する。 」 の 下 に 「また、持分が投資事業有限
責任組合契約に関する法律第３条第１項に規定
する投資事業有限責任組合契約、有限責任事業
組合契約に関する法律第３条第１項に規定する
有限責任事業組合契約又は民法第667条第１項
に規定する組合契約に基づくものであるとき
は、「（【手数料の表示】）」の欄の次に「【その他】」
の欄を設けて、例えば、投資事業有限責任組合
契約にあつては「〇〇の持分は、〇〇投資事業
有限責任組合の投資事業有限責任組合契約に基
づく持分」、有限責任事業組合契約にあつては
「〇〇の持分は、〇〇有限責任事業組合の有限
責任事業組合契約に基づく持分」、組合契約にあ
つては「〇〇の持分は、民法第667条第１項に
規定する組合契約に基づく持分」のように記載
する。 」 を 加 え る 。

附 則

こ の 省 令 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

〇 内 閣 府 告 示 第 千 二 百 十 八 号

構 造 改 革 特 別 区 域 法 （ 平 成 十 四 年 法 律 第 百 八 十

九 号 ） 第 六 条 第 一 項 の 規 定 及 び 同 法 附 則 第 三 条 に

規 定 す る 措 置 に 基 づ き 、 平 成 十 七 年 六 月 七 日 内 閣

府 告 示 第 百 八 十 四 号 を も っ て 公 示 し た 構 造 改 革 特

別 区 域 計 画 の 変 更 を 認 定 し た の で 、 同 法 第 六 条 第

二 項 に お い て 準 用 す る 同 法 第 四 条 第 十 一 項 の 規 定

及 び 同 法 附 則 第 三 条 に 規 定 す る 措 置 に 基 づ き 、 次

の と お り 公 示 す る 。

平 成 十 七 年 十 二 月 十 二 日

内 閣 総 理 大 臣 臨 時 代 理

国 務 大 臣 安 倍 晋 三

一 構 造 改 革 特 別 区 域 計 画 の 変 更 を 認 定 し た 日

平 成 十 七 年 十 二 月 一 日

二 構 造 改 革 特 別 区 域 計 画 の 作 成 主 体 の 名 称 松

江 市

三 構 造 改 革 特 別 区 域 の 名 称 宍 道 子 し じ み グ

ロ ー ア ッ プ 特 区

四 構 造 改 革 特 別 区 域 の 範 囲 松 江 市 の 区 域 の 一

部 （ 宍 道 町 及 び 八 雲 町 ）

五 変 更 後 に お い て 実 施 し 又 は そ の 実 施 を 促 進 す

る こ と が で き る 特 定 事 業 の 名 称 （ 番 号 に つ い て

は 、 構 造 改 革 特 別 区 域 法 第 三 条 第 一 項 に 規 定 す

る 構 造 改 革 特 別 区 域 基 本 方 針 別 表 第 一 に 定 め る

と こ ろ に よ る 。 ） 三 歳 未 満 児 に 係 る 幼 稚 園 入 園

事 業 （ 八 〇 六 ） 及 び 公 立 保 育 所 に お け る 給 食 の

外 部 搬 入 方 式 の 容 認 事 業 （ 九 二 〇 ）
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